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10年後の 9.11―「過防備国家」の誕生と
「日常生活リアリズム」の支配

湯　浅　成　大

はじめに

本稿の目的は、9.11以後の 10年間でアメリカは変わったのか、変わった

とすればどのように変わったのかを考察することにある。変わったかどうか

を調べるためには、膨大かつ詳細な現地調査が必要であることはいうまでも

ないが、残念ながらそこまでの余裕は筆者にはない。そこで、9.11から 10

年たった 2011年の 9月に発行された有力雑誌の 9.11特集を手掛かりに、10

年間の変化について、リベラル、保守、そして国際政治学のリアリストがそ

れぞれどう考えているかを比較し、あわせて脱ブッシュ路線を掲げて当選し

たオバマ大統領が 9.11以降のアメリカとどう向き合ったかを、キューバの

グアンタナモにあるアメリカ海軍基地内の収容所（以下グアンタナモ収容所

と表記）の閉鎖問題を題材に検証する。そして最後に冒頭に掲げた問いに答

えていきたいと考えている。

1.　リベラルの視点

本節では、リベラルの立場を代表する『ネーション』と『ニュー・リパブ

リック』に掲載れた論考をいくつか紹介することで、リベラルが 9.11以後

の 10年をどうとらえているかを検証する。両誌とも短いコラムやエッセイ

の形で多数の論考を載せているが、ここではその中で特に筆者の目を引いた

ものをいくつか紹介する。
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（1）　失われた自由

まず『ネーション』の 2011年 9月 11日号の 9.11特集を取り上げる。ま

ず「失われた 10年」というタイトルの巻頭言をみる 1。そこでは失われた

10年の意味として、世間的に語られているような新たな社会的連帯がアメ

リカに生み出されたことではなく、ブッシュ政権による恐怖政治が行われ、

その結果多くの人命が失われて、莫大な戦費によって経済危機がもたらされ

たことが指摘されている。そしてこの 10年間の教訓として以下の 3点があ

げられている。

まず第 1点として、アメリカの行った大規模な戦争は、テロとの戦いに

とって適切なものではなかったということである。オサマ・ビン・ラディン

の暗殺からわかったことは、彼の最後の隠れ家がパキスタンにあったことか

らも明らかなように、重要なのはアフガニスタンでの戦争よりパキスタンの

政治問題だったと論じている。第 2点として、アルカイダは負けたがアメリ

カが勝ったわけではないということである。確かにアラブ世界ではアルカイ

ダの過激なイスラム主義は支持されなかった。その代わりにアラブの若者は

民主主義、仕事、正義を求めて立ち上がったが、それは彼らがアメリカの対

テロ戦争を支持したことを意味しないと述べる。そして第 3点として、テロ

リズムに対する防波堤として最も重要なものは、民主的体制や宗教的寛容と

いうアメリカの伝統だと確認するが、それらはブッシュ政権以降の 10年間

においてないがしろにされてしまったと結んでいる。

次はジャーナリストのデヴィッド・シプラーによる「我々が失ってしまっ

た市民的自由」という小論である 2。シプラーは、ブッシュ大統領時代に強

化された、憲法で認められている市民的自由の侵害は、オバマ政権の誕生後

もほとんど改善されていないとまず述べる。愛国者法の見直しはなされず、

テロ容疑者についても、大統領自身は通常の容疑者並みに取り扱おうという

意思を持っていたにもかかわらずそれは実現せず、また権利侵害の疑いがあ

るさまざまな諜報収集活動も継続されたままだと指摘する。イラク戦争が一

応収束に向かっても、国内における個人情報の収集などは依然として続けら
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れており、臨戦態勢はいまだ継続したままだと彼は述べる。そして最大の問

題は、多くの人がそれでもしかたがないと思ってしまうようになることだと

シプラーは警告する。

そしてシプラーは憲法上の権利侵害の例を列挙する。容疑者の車両に

GPS追跡装置を無警告に装着することは、捜査や証拠物件の押収には正当

な根拠が必要なことを定めた憲法修正第 4条違反であり、軍事施設内に拘

留中のテロ容疑者の扱いは、黙秘権を保証し正当な法の手続きを要求する修

正第 5条違反および証拠開示の公平性や公開裁判を定めた修正第 6条違反

だという。そして憲法上認められている市民的自由の擁護が本来のあり方か

ら逸脱した場合は元に戻るのに時間がかかると彼は述べ、オサマ・ビン・ラ

ディンが暗殺されたにもかかわらず、アメリカ中がテロの恐怖に取りつかれ

たままの現状では、あれほど熱狂的な支持を受けて登場したオバマ大統領で

あっても状況を元に戻すのは難しいだろうと彼は悲観的に予想する。そして

最後に、オバマ大統領は登場するのが早すぎたのだろうかとシプラーは自問

自答するのであった。

（2）　失われた日常

今度は『ニュー・リパブリック』2011年 9月 19日号の 9.11特集を紹介

したい。最初は作家ヒート・ハミルの「様変わりした世界」である 3。彼は

ニューヨークに暮らす生活者として 2001年 9月 12日の回想から話を始め

る。彼は 9.11の翌日から人々が仕事に出かけた様子を描いたが、それは

9.11の重さを正面から受け止めることができず、見せかけだけでも平常に

戻りたいという人々の気持ちの表れではなかったと考える。そして 9.11直

後しばらくは人々の間で愛国心が高まり、人と人の間で絆が強く感じられる

ようになったと思われたのだが、一時的な興奮状態から覚めると、アフガニ

スタンの戦争もイラクの戦争も、どこか遠いところの戦争に感じられるよう

になり、世界貿易センタービルの跡地の再建問題も、ニューヨーカーを置き

去りにして議論がなされているようだとの感想を述べる。結局ハミルからみ
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れば 9.11によって大きく変わったのはニューヨークではなくそれ以外の場

所だったのだ。

次に、リベラルの側のややシニカルな思いを伝える評論家ローレンス・カ

プランの「恨み、ただそれだけ」を取り上げる 4。カプランは、9.11の衝撃

とは民主的処方箋にまつわる「まどろっこしさ」 （democratic malaise） が

吹っ飛ばされたことだという。民主的処方箋とは、フランシス・フクヤマが

説いた「歴史の終わり」であるとか、クリントン政権期にもてはやされた

ジョセフ・ナイなどによる「ソフト・パワー」の議論のことで、イデオロ

ギー対決の積み重ねとしての歴史が終わった代わりに、いかに魅力的な社会

のヴィジョンを提示できるかが冷戦後の課題となったという話である 5。だ

が 9.11の結果、保守派の評論家などによって、実は歴史は終わっていない

という言説が広められた。戦うべき敵はこれからもいるというのである。そ

して、9.11は新しい歴史の出発点であり、アメリカは新しい国家目標に向

かって突き進んで行かねばならないと保守派が声高に叫び始めるようになっ

たとカプランは述べている 6。

だがカプランに言わせると、この 10年でアメリカ国民が、再び克服すべ

き対決の対象を見出したという意味で、歴史に改めて向き合ったわけではな

い。カプランによれば、9.11後の 10年においては、通常の戦時につきもの

のアメリカ国民全般に広がる高揚感というのがあまり見られなかったとい

う。確かに地方小都市から多くの若者が戦地に赴いたが、それは全体的にみ

れば例外的な現象だったのだ。

保守派のエリートたちは、対テロ戦争によって対決すべき対象の再発見

（歴史との再会）と新しい国家的使命の創出をもくろんでいるようだが、普

通のアメリカ人はイラクにおける戦争にそれだけの価値があるのかと醒めた

感覚で見ているとカプランはいう。したがってイラク戦争は、アメリカ国民

にとっては、自分たちが進んで対決すべき対象との戦争ではなかったとカプ

ランは結論づける。

続いてもう 1つ、いっそうシニカルな立場からリベラルの浮世離れした生
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態を描いた、ローレンス・サマーズの「キャンパスの中のドタバタ劇」を紹

介する 7。サマーズをリベラルに分類できるかどうかは微妙なところかもし

れないが、この小論執筆当時、彼はリベラルの牙城ともいわれるハーヴァー

ド大学の学長であり、そういうサマーズが 9.11後のキャンパスをどのよう

にみていたかは、9.11後のアメリカにおけるリベラルの居心地の悪さを逆

の面から照射しているともいえるだろう。

サマーズは、まずハーヴァードの中には 9.11への怒りをストレートに表

明することがためらわれる雰囲気があったと指摘する。9.11直後にサマー

ズは、テロは決して許されない行為で、不寛容に対して寛容であってはなら

ないという内容の声明を出そうとしたが、何人かの同僚からは声明中にある

「加害者への怒り」とか、彼らに「打ち勝つ」といった表現はやめたほうが

いいと言われたという。また翌年開催された全国学長会議の席上では、テロ

リストを輩出している国からの留学生に核技術をどの程度まで教えるべき

か、テロリストの可能性がある要観察の学生がいる場合に大学は捜査に協力

すべきかなどの問題が話し合われたのだが、そうした中で新しい形の危機が

生じているのにもかかわらず、旧態依然の大学の自治の絶対性を説く主張が

論じられていることに対しては、大きな違和感を覚えたと彼は書いている。

だがサマーズに言わせると、学生の反応はまだまともだそうである。例え

ば、キャンパス内での変化として、ヴェトナム戦争以降ハーヴァードではあ

る種タブー視されていた ROTC（予備役将校訓練団）プログラムの復活や

公職志望の増加、あるいは国際関係全般（とりわけ中東）への関心の高まり

をあげている。そして、これまで大学は学問と軍事・安全保障的な問題との

かかわりに関して口をつぐんできたが、強さがなければ自由もないという教

訓を改めてかみしめるべきだと彼は最後に結んでいる。

ここにあげた小論に共通する感覚（サマーズのものは多少趣が違うが）

は、市民の立場で見ても知識人の立場で見ても、リベラルにとってイラク戦

争（対テロ戦争）は自分たちの日常とはかけ離れたところで行われていると

いうものである（この観点から見れば、サマーズはリベラルといえないだろ
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う）。確かにリベラルの立場に立てば、イラク戦争（対テロ戦争）はブッ

シュ政権（あるいはネオコン）が勝手に暴走したもので、その結果本来必要

のない市民的自由の侵害という、とばっちりを食わされたということになる

のかもしれない。だがそこにはどこか、他人ごと感ともいうべき傍観者的雰

囲気が見られないわけでもない。その点についてはあとでもう一度検討す

る。

2.　保守の視点

一方保守系のオピニオン雑誌の代表である『ナショナル・インタレスト』

には 9.11の特集記事がなく、もう一つの保守系の雄『コメンタリー』が

2011年 9月号で、同誌のシニア・エディターであるエイブ・グリーンウォ

ルドの「われわれがテロとの戦いで築きあげたもの」という単独の長文論説

を載せている。以下本節では、グリーンウォルドの議論を紹介しながら、保

守の側が 9.11以後のアメリカをどうとらえていたか考察する 8。

（1）　終わりの始まり？

まずグリーンウォルドは、オサマ・ビン・ラディン殺害は対テロ戦争の終

わりの始まりかという問いを設定する。アメリカ国内には、今さらビン・ラ

ディンを殺害しても大勢に影響があるわけでもないから、ビン・ラディン殺

害はただのうっぷん晴らしにすぎないという感想も存在した。だがグリーン

ウォルドはその見解を一蹴する。グリーンウォルドによれば、そのようなお

気楽なことを言っていられるのは、9.11以後の 10年アメリカに対するテロ

攻撃がなかったからで、10年間テロがなかったことこそブッシュ政権の対

テロ政権の最大の功績だというのである。彼はブッシュ政権の自由拡大策

は、イラクにおける国家建設から見て明らかなように成功だったと主張す

る。そして、いわゆる「アラブの春」といわれる独裁政権打倒を引き合いに

出して、アラブ世界の民衆が立ち上がったのはアメリカに対してではなく独

裁者に対してだといい、それもブッシュ政権の自由拡大策がアラブ世界の民
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衆に受け入れられた結果だという。

要するに 9.11は、アメリカがテロ組織という非政府集団との全面戦争に

突入するきっかけになったという意味でアメリカ史上の大転換点であり、そ

れゆえ国家間戦争の時代のやり方は有効性を失い、戦争に関するこれまでの

議論は対テロ戦争に関しては無意味となったとグリーンウォルドは主張す

る。したがって、ビン・ラディンの死の意味は、アメリカが間違った戦争か

ら手を引けるようになったということではなく、自信を失い不安感にさいな

まれていたアメリカ社会の不健康な状態の終わりが始まったのだと彼はいい

切るのである。

（2）　新しい脅威とどう向き合うか

1990年代冷戦が終焉したとき、ソヴィエトという敵が消滅したのだから

これで安全な世界が誕生したという考えが広く受け入れられたとグリーン

ウォルドはまず述べる。その結果、多くのアメリカ人はあらゆるの軍事的イ

デオロギー的対立がなくなったと勘違いしてしまい、通商関係を拡大すれば

独裁国家も変質していくだろうという楽観的な認識が国民の間に広まってし

まったと彼はいう。しかしそれは完全に誤りだったことが 9.11によって証明

されたと彼は喝破する。しかも左派は、アメリカの一極支配にともなう傲慢

さにテロの原因を求めるというとんでもない誤りを犯したと彼は批判する。

そもそもアメリカのやり方が気に食わないからテロを仕掛けるというの

は、アルカイダのような一部好戦的イスラム過激派の例外的主張のように思

われているが、イスラム世界における反米感情はそれ以前から蓄積されたも

ので、テロ行為はイスラム世界の幅広い層に支持されているのだとグリーン

ウォルドは指摘する。だがその原因はアメリカに問題があるのではなく、イ

スラム世界の政治的自由の欠如に原因があると彼は主張する。したがって、

イスラム世界全体に問題があるのだから、中東における民主化の拡大こそイ

スラム世界の人々をテロリストの主張から切り離す最上の策だというブッ

シュ大統領の政策を、彼は高く評価するのである。
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ブッシュ大統領は、9.11以降ことあるごとにテロリストとテロ支援国家

を区別しないと明言した。それは、独裁国家とテロリストの関係を重視して

こなかった冷戦時代のドクトリンからの大転換を意味している。そしてそれ

は、中東の現状は独裁国家がテロリストを適当に利用しているのではなく、

テロリストが自分たちの目的を達成するために国家を利用するという形での

一体化が進行しているという認識に基づくとグリーンウォルドはいう。まさ

に庇を貸して母屋を乗っ取られたのである。ではオサマ・ビン・ラディンの

目的は何だったのだろうか？アメリカを中東に引っ張り込んでアメリカ軍の

残忍さを世界に見せつけようとしたとか、アメリカはいざとなったら断固た

る行動をとることを躊躇する「張子の虎」であることを示そうとしたとか、

彼は複数の解釈を紹介するが、いずれにしてもビン・ラディンのもくろみは

失敗したと彼は主張する。

ただアメリカも中東政策を最初からうまく進めたわけではない。最初のア

フガニスタン戦でアメリカが失敗した点として、まずビン・ラディンを逃し

たこと、次に適切な対ゲリラ戦略と国家建設プランを持っていなかったた

め、タリバン政権の息の根を止められなかったことをグリーンウォルドは指

摘する。確かにブッシュ大統領は 9.11が起きる以前は他国の国家建設への

コミットメントには積極的とはいえなかった 9。だが国家建設こそ対テロ戦

争成功への最大のカギだということをブッシュ大統領も徐々に認識するよう

になり、それがその後の対イラク政策などにプラスに反映されてきたと彼は

考えている。

（3）　内なる戦い

対テロ戦争にはっきりとした光明が見えないころ、反ブッシュ派はさかん

に政府批判を繰りかえした。しかしながら国内での議論の流れは、反ブッ

シュ派にとって有利には展開しなかったとグリーンウォルドは説明する。反

対派のいうとおりにして本当に自分の身を守れるのかと疑いの目で見られた

からである。例えば、グアンタナモ収容所などにおけるテロ容疑者に対する
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不当な拷問や尋問に対して、左派や主流メディアあるいは保守派の中でも政

府による市民的自由の制限に強く反対するリバタリアンは強い不満を表明し

た。けれども多くの普通のアメリカ人は政府を支持したという。また連邦議

会でも、愛国者法の採決を見ればわかるように、政府の反テロ政策には超党

派の支持があったと彼は指摘する 10。

そもそもアルカイダのメンバーは正規軍ではないのだからジュネーヴ条約

の適用を受けないし、また彼らはただの刑事被告人とも違うのだから、捕虜

や被告人の人権擁護の議論は適用する必要がないと彼は主張する。市民的自

由の制限についても、電話盗聴も前からきちんとやっていれば、9.11を防

げたかもしれないと彼は政府を擁護する。そしてなんといっても、アメリカ

が 10年間テロにさらされなかったことが、政府による市民的自由の侵害と

いう左派の批判が的外れだという証拠だとグリーンウォルドはいう。それに

グアンタナモ収容所を閉鎖すべきだと訴えたオバマ大統領自身がいまだ収容

所を閉鎖できないでいることが、何よりグアンタナモの有効性を示している

のだと彼は続ける。

（4）　イラクこそ生命線

ブッシュ政権はテロリストとテロ支援国家の区別をしないという方針を

とった。そしてイラク攻撃の最初の理由として、フセイン政権とアルカイダ

の結びつきをあげていた。だが両者の関係に確たる証拠が見いだせず、ブッ

シュ政権もイラク攻撃の根拠を大量破壊兵器保有に切り替えるようになっ

た。そうなると、そもそもフセイン政権とアルカイダは無関係ではないのか

という疑問が湧きあがってくる。だがグリーンウォルドは、それはまちがい

だと断言する。

グリーンウォルドはアルカイダの闘争宣言（1998）を引き合いに出してイ

ラク問題の重要性を指摘する。この闘争宣言には彼らが反米姿勢をとる根拠

が掲げられているが、それらはすべて湾岸戦争とイラクに関連しているとい

う 11。したがって、ブッシュ・シニア大統領が伝統的な国境侵犯を行ったイ
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ラクに対してとった抑制的な湾岸戦争時の行動（サウジアラビアなどアラブ

諸国も容認している）も、アルカイダにとってはアメリカ・イスラエル連合

軍によるムスリム攻撃の一環になるのだから、アルカイダとイラク問題は

9.11以前から不可分であることは自明なのだと彼は主張する。

イラクのフセイン政権という存在は、アメリカにとって「緊急かつ明白」

な直接的脅威ではないかもしれない。したがって国際政治学のリアリスト的

立場から見れば、ブッシュ大統領の「先制攻撃」論は攻撃の正当性を欠く議

論のようにも見える。けれども脅威が明白な形をとるまで待っていては対テ

ロ戦争に勝てないとグリーンウォルドは強くいう 12。加えてフセインの政権

居座りそのものがそれまでの国際的合意に反しているので戦争は正当化でき

ると彼は議論を展開する。そして最後にイラク戦争の意義としてグリーン

ウォルドは次の 2点を指摘する。第 1にアメリカはアルカイダに対してい

かなる犠牲を払っても戦う姿勢を見せて、アメリカは「張子の虎」ではない

ことをイスラム世界に示したこと、第 2に初めてアラブ世界にムスリム自

身による民主的体制を打ち立てたことである。そしてそのことが、後に続く

「アラブの春」の呼び水になったと彼はブッシュ大統領の対テロ政策を高く

評価するのである。

（5）　次の 10年にむけて

結論として、アメリカの対テロ戦争はまだ終わっていないとグリーンウォ

ルドはいう。アメリカによるフセイン政権打倒という衝撃によって、中東地

域がようやく変動の兆しを見せ始めたという事実が、アメリカの取り組みが

まだ始まったばかりだということを示していると彼は述べ、「アラブの春」

を真の民主的体制の樹立へと導くためのアメリカのコミットメントは今後も

必要だと主張する。またアフガニスタンでの戦いもまだ続いており、9.11

のような大惨事を繰り返さないためにも、アメリカはタリバンの復活を許し

てはならないと彼はいう。冷戦後の唯一の超大国としての果実を享受できる

と思ったアメリカにとって、9.11後の 10年という期間は長く苦しい時代で



―205―

あり、国民もできれば知らん顔をして通り過ぎたかったと思っている。だが

100年規模での聖戦を行っている勢力にとっては、10年という時間はほん

の一瞬に過ぎない。したがって 10年で一区切りついたなどと思ってしまっ

ては、アメリカは 9.11の悲劇をまた繰り返すことにもなりかねない。けれ

どもこの 10年で対ゲリラ作戦や国家建設の手法など、アメリカはテロリス

トよりも多くのことを学び、国内においてはアメリカの体制こそ自由と安全

を保障するものであることを改めて確認した。つまり対テロ戦争というコス

トを払い続けたことこそ「9.11後のアメリカにおける新しい国家建設」なの

だと彼は述べ、決して平和幻想にとらわれてはならないと結論づける。

以上紹介したグリーンウォルドの議論であるが、端的にいってブッシュ政

権の政策の全面的肯定である。確かに 10年間アメリカ本土にイスラム過激

派からのテロ攻撃がなかったことは、ブッシュ大統領支持の根拠になるかも

しれない。だがブッシュ政権の対テロ政策とアラブの春を関連させる主張な

どのように、牽強付会な部分も少なくない。そしてグリーンウォルドもそう

だが、保守派はポスト 9.11の世界あるいはアメリカの望ましいあり方につ

いての未来像を十分に提示できていない。これらの問題については改めて考

察することにしたい。

3.　国際政治学（リアリスト）の視点

ここでは、保守・リベラルというイデオロギー立場からは一線を画す国際

政治学（いわゆるリアリスト）の立場から見る 9.11論として、『フォーリ

ン・アフェアーズ』2011年 9・10月号に掲載された、外交史学者メルヴィ

ン・レフラーの「回想の 9.11」をとりあげる 13。

（1）　アメリカ外交は変わっていない

メルヴィン・レフラーは、9.11でアメリカ外国の性質が変わったわけで

はないと論文の冒頭から強調する。確かに「対テロ戦争」の過程でアメリカ

は防衛費を激増させたと同時に軍事諜報能力を拡充させ、対テロ特殊作戦を
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世界各地で実行し、多くの基地を新たに展開した。だが 2002年の『国家安

全保障戦略』 （National Security Strategy） を見ればそれだけでないことがわ

かるという 14。先制攻撃・単独主義・軍事的優越性の維持という面ばかりが

注目されているが、それらに加えて、民主化の推進や自由貿易体制の維持と

経済成長、同盟国間同士の結束や大国間協調なども 2002年の『国家安全保

障戦略』に書かれており、これらはすべてアメリカ外交の伝統の延長線上に

あると彼は主張する。ではそれ以前のアメリカ外交と一線を画すという観点

から見た 9.11の意味は何かというと、9.11とは、それまで実は対外コミッ

トメントに積極的ではなく、外交戦略を確定させることができなかったブッ

シュ政権に、明確な戦略をとることを促したきっかけだと彼はいうのであ

る。

（2）　常に優位を求めて

レフラーは唐突ながら、朝鮮戦争のインパクトを 9.11になぞらえる。朝

鮮戦争直前の時期、トルーマン政権はソヴィエトの核開発成功に伴うアメリ

カの優位の喪失にうまく対処しかねていた。朝鮮戦争と同時期にアメリカ軍

の大規模な軍備増強を提言した NSC68（国家安全保障会議文書 68号）が起

草されていたが、朝鮮戦争のショックをテコに当時のディーン・アチソン国

務長官やポール・ニッツェ国務省政策企画室長を中心にその提言を実行に移

し、アメリカのソヴィエトに対する優位を実現するためのグランドストラテ

ジーを築き上げたのである。そしてブッシュ政権の高官たちも、9.11の

ショックを受けてアメリカの優位の維持と再構築に着手したのだと彼は述べ

る。アチソンやニッツェと同様にブッシュ政権の高官たちも、アメリカ的生

活様式を維持することが至上命題であり、国際社会における適切なパワーの

配置と対外的な脅威の軽減こそがアメリカの自由を守るための死活的な重要

性を持っていることを理解していたのだと彼は主張する。

もちろんイラク戦争（対テロ戦争）が、アメリカの優位の維持・再構築に

対して、さまざまな方面から足を引っ張ったことは事実である。財政負担、
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イラク弱体化に伴うイランの台頭、反米感情の増大とテロ活動の拡大などで

ある。けれども失敗を後からあげつらうのは簡単だとレフラーは反論する。

なんといってもその後の 10年においてアルカイダなどのテロ組織にアメリ

カ本土を攻撃させていないし、リビアに大量破壊兵器を放棄させることに成

功した。また中国やロシアの行動も抑制しているし、中東世界に民主化運動

の波を起こした。したがってブッシュ政権の対テロ政策は、アメリカの優位

の維持・再構築という観点からみて合格だと彼はいうのである。

（3）　アメリカ外交の伝統

レフラーによれば、そもそも先制攻撃（予防戦争）はブッシュ政権の専売

特許ではない。セオドア・ルーズヴェルト大統領によるモンロー・ドクトリ

ンのルーズヴェルト・コロラリーやフランクリン・ルーズヴェルト大統領に

よる第 2次大戦戦線前の北大西洋への警戒水域拡大、あるいはケネディ政権

下のキューバ・ミサイル危機における海上封鎖がそうであるし、ビル・クリ

ントン大統領の安全保障指令の中にも先制攻撃という言葉が見られると彼は

指摘する。そしてブッシュ政権は 9.11後に軍備増強と軍事的優越の維持へ

と突き進んだといわれるが、それもアメリカが第二次大戦以来ずっとやって

きたことであり、一見神がかったイデオロギー色の強いブッシュ大統領のレ

トリックも、イデオロギー色過剰という点では冷戦時代と大して変わらない

と彼はいう。単独主義もジョージ・ワシントン大統領退任時の「告別演説」

以来の伝統でとくに目新しいものではない。さらに、2002年の『国家安全

保障戦略』において、先制攻撃や対テロ戦略の構築と並んで掲げられてい

る、グローバルな経済成長、自由貿易の拡大、市場の開放などの目標は、

ジョン・ヘイ国務長官が 19世紀末に出した「門戸開放」、ウッドロウ・ウィ

ルソン大統領の「14か条」、フランクリン・ルーズヴェルト大統領の「大西

洋憲章」の系譜に連なるもので、このことから見てもブッシュ外交は決して

アメリカ外交の伝統から逸脱するものではないと彼は主張する。

したがって、9.11のアメリカ外交の伝統への影響については過大視すべ
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きではないとレフラーは重ねて強調する。もし 9.11がアメリカ外交に影響

を与えたものがあるとすれば、それはアメリカ政府の対外的な脅威認識の内

容だと彼は述べる。すなわち、9.11以降は敵対国家に代わって非政府主体

であるテロ組織やイスラム過激主義が、アメリカにとっての重大な脅威だと

認識されるようになったという。そして彼らの脅威は明白かつ緊急のもので

はないかもしれないが、必要ならば国家間戦争の場合と同様に力を行使しな

ければならないと彼は議論を締めくくっている。

いわゆるリアリストの立場というものは、あえて単純化していえば、外交

というのは、歴史を超えていつでもどこでも同じであり、また同じでなくて

はならないというものである。したがって、個々の事例に関する歴史的文脈

の特殊性よりは、外交一般が持っている共通性を重視する傾向がある。確か

にレフラーが指摘するように、単独主義もアメリカの軍事的優位の追求も、

ブッシュ政権特有の問題ではないかもしれない。だが 9.11以降のアメリカ

外交の特徴を、それ以前からの連続面においてのみ強調することは、9.11の

後に人々（特にアメリカの外部の人間）が感じているアメリカの変化を見落

とす危険がある。この点に関しても再度検討する必要があるだろう。

4.　オバマ大統領とグアンタナモ収容所

9.11とそれに続くアフガニスタン、イラクでの戦いはすべてブッシュ政

権期に起こったものだった。しかし 9.11後の 10年間の最後の約 4分の 1は

オバマ大統領の執政下に属する。では脱ブッシュを標榜して大統領に当選し

たオバマは、9.11後の最後の 2年半でブッシュ時代の路線をどの程度方向

転換できたのだろうか。ここではグアンタナモ収容所の閉鎖問題とそこでの

テロ容疑者の取扱い問題に触れながら検証してみることにしたい。

（1）　閉鎖の決断

ブッシュ政権時代末期から非難の的になっていた、グアンタナモ収容所に

おけるテロ容疑者の不当な取扱いと彼らに対する無期限拘留について、オバ
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マは大統領候補の時から強く批判していた。そして大統領就任 2日後の

2009年 1月 22日に 3つの行政命令を出した。第 1のものは、グアンタナモ

収容所の 1年以内の閉鎖と、そこに収容されている容疑者の再審査および再

審査期間における軍事法廷での審理の中止に関する決定である 15。第 2のも

のは、将来のテロリスト容疑者の扱いに関するタスクフォースの設置、第 3

のものは、CIAを含む連邦職員に対する、「2006年陸軍野戦マニュアル」に

定められている以外の尋問手法の禁止である 16。就任直後の発表というタイ

ミングからみて、グアンタナモとテロ容疑者をめぐる問題を、オバマ大統領

はいかに重視していたかということが推察できる。

これらの決定が必要だった理由について、彼は 2009年 5月 21日の「国

家安全保障に関する声明」で以下のように語っている 17。大統領としての自

分の使命はアメリカの安全を確保することだが、長期的な視点で考えると、

それを最も確実に実現する方策はアメリカの基本的価値からぶれないことだ

とオバマ大統領はいう。その価値とは「独立宣言」「合衆国憲法」「権利章典」

に書かれてある内容であり、それはアメリカの自由と正義の根幹を構成し、

こうした価値こそアメリカの安全保障上の最大の資産だと彼は主張する。こ

うした観点から見ると、9.11以後ブッシュ政権下で行われていたとされる

不適切なテロ容疑者の取り扱いは、たとえテロという見えない脅威におびえ

るまともでない状況下であったとしても、アメリカ的価値に反することなの

で正さねばならないといい、以下の決定を正当化する。すなわち、いわゆる

高度な尋問手法 （enhanced interrogation technology） の禁止 18、グアンタナ

モ収容所閉鎖、テロ容疑者の再審査と軍事法廷での審理中止である。

オバマ大統領にとって、これらはすべてアメリカの道徳性にかかわる問題

なのであった。5月 21日の演説の中でオバマ大統領は、高度な尋問手法を

拒否する理由について、これは法の支配に反する行為で、テロ組織が新たな

戦闘員を勧誘する際に、（いかにアメリカは残酷かということを示す）殺し

文句になっていると説明する。グアンタナモ収容所についても同様で、そも

そもグアンタナモに収容所に作られたのは、それが国外に位置するためにア
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メリカの国内法に縛られずにすむと考えられたからだと非難し、グアンタナ

モはいまやアメリカが自ら道徳的高潔さを食いつぶした結果としての信頼性

喪失のシンボルで、信頼性の喪失こそがアメリカにとっての安全保障上の重

大な脅威だと強調する。だからこそ、グアンタナモ収容所に容疑者を放置し

ておくのではなく、憲法上の権利のもとできちんと法の裁きを受けさせ、そ

の必要がないものは出身国や（それが何らかの事情で難しい場合）第三国に

送致すべきだといい、その区分けのための容疑者の再審査が必要だとオバマ

は力説する 19。

ではこれらの問題はオバマ大統領が望んだ方向で解決したのだろうか。全

く逆であった。

（2）　連邦議会の猛反発

連邦議会、特に共和党議員は、オバマ大統領の決断に対して激しく反対し

た。グアンタナモに拘留中のテロ容疑者をアメリカ本土内に入れることは決

して許さないというのである。その理由は、アメリカ本土にテロ容疑者が入

国することで、改めてアメリカがテロリストの標的となり、深刻な安全保障

上の脅威を招くというもので、アメリカ本土内に移送しての拘留継続も、ア

メリカ本土における刑事裁判も、彼らはすべて認めようとしなかった。そこ

で共和党議員たちは、2010年度国防予算授権法案の中にさまざまな修正条

項を盛り込んで、大統領の行政命令を骨抜きにしようとした。例えば、グア

ンタナモ収容所の閉鎖にかかわる経費やテロ容疑者の移送にかかわる経費の

支出を禁止しようとしたのである。

一方民主党議員の中には心情的にオバマ大統領を支持するものも少なくな

く、アメリカ国内の通常の裁判所でのテロ容疑者の審理に前向きのものもい

たが、民主党議員と政権とのコミュニケーション不足や包括的なテロ容疑者

取扱いに関する新プランの不存在への不満もあって、体を張って大統領のた

めに尽力しようとする動きは乏しかった 20。結局 2010年度国防予算授権法

は、テロ容疑者の釈放やアメリカ本土移送によって生じる危険に関する報告
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が大統領から連邦議会になされない限り、2010年いっぱいアメリカ本土で

のテロ容疑者釈放と本土内刑務所への移送を禁じる条項が加えられた形で成

立した 21。

グアンタナモ収容所をめぐる状況は 2010年に入っても同様で、1年以内

閉鎖というオバマ大統領の方針は全く実現の見通しがないまま棚上げされて

しまった。民主党議員と政権の間の隙間風は相変わらずで、共和党議員に同

調するものも現れた。また共和党議員によるテロ容疑者の本土移送反対は

いっそう激しいものとなった。そしてグアンタナモにいる 5人のテロ容疑

者をニューヨークの連邦裁判所で審理する案が司法省から前年に示されてい

たこともあって、共和党議員たちは軍事法廷での審理をいっそう強く主張す

るようになった（ニューヨークの裁判所における審理に関しては、多方面か

ら強い反対が出て、政府はその計画を引っ込めた）22。2011年度国防予算授

権法でも、グアンタナモのテロ容疑者のアメリカ本土での釈放禁止とアメリ

カ本土への移送制限が定められた 23。さらに 2012年度国防予算授権法では、

テロ容疑者は軍事法廷で裁かれるべきだという文言が盛り込まれた 24。

（3）　道義なきプラグマティズム？

さて、2009年から 2010年にかけての、グアンタナモおよびそこに収容さ

れているテロ容疑者をめぐる議論の本質は何だったのだろうか。当初は容疑

者がアメリカ本土に移送されることによって生じる安全保障上の懸念が問題

とされていたが、議論が進むにつれて、容疑者からの効果的な情報収集と憲

法上認められている被疑者の権利保護の間で生じる矛盾に収斂されていった

という。グアンタナモ収容所閉鎖反対派が通常の裁判所での審理ではなく軍

事法廷の活用を強く主張するのもこの文脈に沿ったものである。通常の裁判

所の審理では黙秘権等が認められて容疑者から十分に情報が得られない可能

性があり、また拘留期間にも制限があることに加えて、機密情報の漏えいの

懸念もあって、デメリットが大きいと閉鎖反対派はいう 25。

だが、効果的な情報収集か、容疑者の権利擁護か、という形で対立軸を整
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理してしまっては、オバマ大統領の提起したアメリカの道徳性の回復という

問題を矮小化させてしまう危険がある。確かにテロ容疑者個人の人権は重要

な問題であるが、オバマ大統領は個々の容疑者の審理における手続的な合法

性を超えて、ブッシュ政権が始めた対テロ戦争システム全体の道徳性に関わ

る問題の一環として、グアンタナモ収容所（とそこに無期限拘留されている

テロ容疑者）の問題を取り上げたのである。

けれども連邦議会においては、そのような観点からの議論はほとんどなさ

れなかった。そして奇妙なことに、グアンタナモ収容所閉鎖問題の議論にお

いて、オバマ大統領が前面に出てくることがほとんどなかったのである（社

会保険改革に忙殺されてそれどころではなかったのかもしれないが）。世論

の支持も強いとはいえず、議会共和党の強硬な反対に直面したオバマ大統領

は、不本意ながらもプラグマティックな路線を歩まなければならなくなった 26。

2011年に入って大統領は軍事法廷を再開させたが、これも手詰まりのまま

テロ容疑者を放置し続けるわけにはいかなくなったオバマ大統領の苦境を示

すものといえるだろう。すべてのテロ容疑者を軍事法廷で裁くべきか、軍事

法廷と通常の刑事裁判の使い分けで行くべきかという論点は残るが、グアン

タナモ収容所閉鎖問題は静かに後景に追いやられて、2012年の大統領選挙

の際には、重要な争点としてもはや再浮上することはなかったのである 27。

オバマ大統領が回復させようとしたアメリカの道徳性の問題を押しやり、道

義なきプラグマティズムへと向かわせたもの、それを本稿では「日常生活リ

アリズム」と名付け、次節において、その内容について考察することにす

る。

5.　日常生活リアリズムと過防備国家の誕生

（1）　リベラルの自信喪失と日常生活リアリズムの台頭

「日常生活リアリズム」とは何か。その特徴を説明する前に、リベラル、

保守、国際政治学のリアリストにとってのポスト 9.11の 10年間をもう一度

振り返ってみたい。リベラルにとってのポスト 9.11の 10年間は、テロの原
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因となった反米主義への反省抜きにアメリカにおける市民的権利や自由が侵

害された「対テロ戦争国家」誕生への道のりであり、アフガニスタンやイラ

クでの戦争は、ブッシュ政権とネオコンが勝手に始めた、いわば他人ごとと

しての戦争であった。一方保守にとってのこの 10年間は、新たな脅威に適

応した新しい戦争観を生み出すための 10年で、この間アメリカ本土に対す

る本格的なテロ攻撃がなかったことからみても、全面的に肯定すべきもので

あった。国際政治学のリアリストは対テロ戦争もアメリカ外交の延長線上に

位置づけて、9.11後の変化を過大視すべきでないと主張した。

ポスト 9.11の 10年に関して全く異なる三者三様の見方を紹介したわけだ

が、実は共通する特徴がある。それは内向き志向、ということである。リベ

ラルが批判する市民的権利や自由の侵害は確かに重要な問題であるが、それ

はまずアメリカ市民の権利や自由についてであって、他国民の権利や自由の

問題との関連は傍目からは見えにくい。中東における民主化イコール、アメ

リカへの支持とはいえないという彼らの指摘は当たっているかもしれない

が、そのことは裏を返すと、アフガニスタンやイラクの戦争と同様に、「ア

ラブの春」に対してもリベラルが他人ごと感を持っているような印象は否め

ない。一方保守の側でいえば、彼らが重視するのはあくまでもアメリカの安

全第一であって、「アラブの春」に対してもアメリカの安全保障上の観点か

ら評価しているにすぎない。そして国際政治学のリアリスト（つまり外交の

プロ）はアメリカ外交における連続性を強調するあまり、単独主義や先制攻

撃を強調するようになったアメリカに対する外部の懸念に鈍感になっている

のである。

ではこの内向き志向という特徴を別の言葉で表現するとどうなるか。リベ

ラル的信念の後退と日常生活リアリズムの台頭ということができる。ではリ

ベラル的信念とは何かというと、人間の理性を信頼し、論理に基づく説得が

常に可能だということである。平たくいえば「話せばわかる」ということ

だ。だが 9.11という理不尽なテロ攻撃、その原因となった反米主義を目の

前にして、敵対者に対しても「話せばわかる」のかどうか、リベラルは自信
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を失ってしまった。これに代わって「話してもわからないやつはいる」「説

得などという悠長なことをやっている間に次のテロが起こったらどうするの

か」「話が通じないやつは問答無用で力で抑え込むべきだ」という日常生活

リアリズムが 9.11以後の 10年間で台頭したのである。

日常生活リアリズムとは、一言でいえばなりふり構わない自己防衛をすべ

てに優先させる心情である。その背景にあるのは、いうまでもなくテロ行為

によって生命や日々の生活が奪われることに対する恐怖感である。そしてテ

ロの脅威というのは実際起こるまでは目に見えないものなので、その恐怖感

を論理でぬぐい去るのは難しい。「今後絶対にテロが起きないと誰がいえる

のか」「またテロにやられたらどうするんだ」という圧倒的な生活実感の前

では、リベラル的な「まどろっこしさ」は説得力を失ってしまうのである。

（2）　過防備国家

いま述べた日常生活リアリズムが国家レベルに投影されると、愛国者法に

象徴されるように、政府が必要だと思えば市民的権利や自由の制限が認めら

れてしまう、対テロ政策遂行国家が誕生することになる。そして目に見えな

いテロの脅威に対処するためのシステムだから、どこまでが適切でどこから

が行き過ぎかという線引きがあいまいとなり、政府による市民的権利や自由

の制限がいくらでも拡大することになりかねない。そのような国家をここで

は「過防備国家」と名付けることにする 28。そして日常生活リアリズムの広

がりとともに、多くのアメリカ国民は一般論としての市民的自由のこれ以上

の侵害には好意的ではないものの、過防備国家のシンボルともいうべき愛国

者法に対しては、必ずしも深く考えないまましかたがないと受け入れてし

まっているように見える 29。加えて過防備国家の外交は、潜在的敵対国家の

抑止という伝統的な外交戦略を超えて、見えないテロの脅威への対抗策が主

軸となるため、見えない脅威感を共有できない国に対してアメリカの立場を

理解してもらうために努力するよりは、そのような国を切り捨てる単独主義

へと傾斜してしまう。そしてここでも自信を喪失したリベラルは、過防備国
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家に対して有効な対立軸を提示できず、外部世界とのリベラル的信念の共有

もうまくいかないのである 30。

おわりに―オバマの登場は早すぎたのか

さて、本稿の冒頭で掲げた 9.11の後アメリカは変わったのか、変わった

とすればどのように変わったのか、という問いに対してどう答えるか。それ

は見えないテロの脅威への対処を最優先させる過防備国家が誕生したことだ

と考える。そして理想主義的プラグマティズムの実践をめざすオバマ大統領

であっても、この流れに抗うことは難しかった 31。ではなぜ就任時にあれほ

ど支持率が高かったオバマ大統領をもってしても、過防備国家と日常生活リ

アリズムの支配を止められないのか。この点は歴史がある程度まで説明して

くれる。

20世紀のアメリカ大統領の系譜にはあるパターンが存在する。それは戦

争で傷ついた 10年間の次の 10年間は安定志向の保守的大統領が就任して

いるというパターンである。第 1次大戦後の 1920年代はウォーレン・ハー

ディングとカルヴィン・クーリッジ、第 2次大戦・朝鮮戦争を経た後の

1950年代はドワイト・アイゼンハワー、ヴェトナム戦争での挫折に苦しむ

1970年代に続く 1980年代はロナルド・レーガンという具合である。改革

派・進歩派の大統領はそういう時期には登場していない。第 1次大戦が終

わった後、ウッドロウ・ウィルソン大統領が提唱した国際連盟加盟が支持さ

れなかったように、戦争で疲れた社会にとっては新たな改革は重荷なのであ

る。このような歴史の教訓を踏まえると、アメリカの道徳性を回復するため

のグアンタナモ収容所閉鎖、というようなオバマ大統領の主張は、アフガニ

スタンやイラクの戦争に疲れたアメリカ国民にとっては、心の琴線に触れに

くいものなのかもしれない 32。そういう意味で、リベラルの視点で取り上げ

たデヴィッド・シプラーの「オバマは早すぎた」という感想は、けっこう的

を射ているように筆者には思われる。
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